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1　昭和57年4月2日から平成3年4月1日生まれの者
2　平成3年4月2日以降生まれの者で次に掲げるもの
　（1）大学を卒業した者及び平成25年3月までに大学を卒業する見込みの者
　（2）人事院が（1）に掲げる者と同等の資格があると認める者
インターネット申し込み
平成24年4月2日（月）9時から平成24年4月12日（木）【受信有効】
インターネット申込専用アドレス（http://www.jinji-shiken.go.jp/juken.html）
第1次試験 平成24年6月10日（日）  第2次試験 平成24年7月17日（火）～7月24日（火）のうち指定する日
仙台国税局人事第二課　試験研修係
022-263-1111　内線3236

●受験資格

●受験申込受付期間

●試験日
●お問い合わせ先

平成24年度  国家公務員「国税専門官採用試験」（大学卒業程度）のお知らせ平平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成成2222222222244444444444年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度  国国国国国国国国国家家家家家家家家家公公公公公公公公公公公務務務務務務務務務務務員員員員員員員員員「「「「「「「国国国国税税税税税税税税税専専専専専専専門門門門門門門門門門門官官官官官官官官官官採採採採採採採採採採用用用用用用用試試試試試試試試験験験験験験験験験験験」」」」」」」」」」」（（（（（（（（（（（大大大大大大大大大大大学学学学学学学学学学学卒卒卒卒卒卒卒卒卒卒卒業業業業業業業業業業業程程程程程程程程程度度度度度度度度）））））））））のののののののののののおおおおおおおおおおお知知知知知知知知知知知らららららららららららせせせせせせせせせせせ平成24年度  国家公務員「国税専門官採用試験」（大学卒業程度）のお知らせ平成24年度  国家公務員「国税専門官採用試験」（大学卒業程度）のお知らせ
　仙台国税局では、税務のスペシャリストとして活躍するバイタリティーあふれる税務職員を募集しています。
　仙台国税局に採用されると、税務大学校で研修を受けた後、仙台国税局管内（東北6県）の税務署に配属されます。

1　法人税率の引下げ

2　定率法の償却率等の見直し等

普通法人・
人格のない
社団等

改正後改正前
平24.4.1から平27.3.31までの間に開始する事業年度平24.4.1前開始事業年度

1 5 %1 8 %年800万円以下の部分　
年800万円超の部分　　

中小以外の法人　　
年800万円以下の部分　
年800万円超の部分　　
年800万円以下の部分　
年800万円超の部分　　
年800万円以下の部分　
年800万円超の部分　　協同組合等

特定医療法人

公益法人等

一般社団法人等及び公益
法人等とみなされているもの

特定の協同組合等の年10億円超の部分
年800万円以下の部分　
年800万円超の部分　　

2 5 . 5 %3 0 %
2 5 . 5 %3 0 %
1 5 %1 8 %
2 5 . 5 %3 0 %
1 5 %1 8 %
1 9 %2 2 %

1 5 %（ 1 6 %）1 8 %（ 1 9 %）
1 9 %（ 2 0 %）2 2 %（ 2 3 %）

2 2 %2 6 %
1 5 %（ 1 6 %）1 8 %（ 1 9 %）
1 9 %（ 2 0 %）2 2 %（ 2 3 %）

適 用 関 係
区　　分

中小法人又は人
格のない社団等

注1　表中の括弧書は連結親法人である場合の税率を表します。

※詳しい情報は国税庁ホームページを御覧ください。

注2　復興財源確保法により、平成24年4月1日から平成27年3月31日まで期間内に最初に開始する事業年度開始の日から3年を経過する日までの期間内に日
の属する事業年度については、各事業年度の所得の金額に対する法人税の額に10%の税率を乗じて計算した復興特別法人税を、法人税と同じ時期
に申告・納付する必要があります。

　減価償却制度について、平成24年4月1日以後に取得をする減価償却資産の定率法の償却率は、定額法の償却率（1／耐
用年数）を2.0倍した償却率（現行2.5倍した償却率）に引き下げられました。
　なお、定率法を採用している法人が、平成24年4月1日前に開始し、かつ、同日以後に終了する事業年度において、同日からそ
の事業年度終了の日までの期間内に減価償却資産の取得をした場合には、現行の償却率による定率法により償却することがで
きる経過措置が講じられています。

3　欠損金の繰越控除制度等の見直し
　青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越期間、青色申告書を提出しなかった事業年度の災害による損失金の繰越
期間及び連結欠損金の繰越期間を9年（現行7年）に延長されました。
　この改正は平成20年4月1日以後に終了した事業年度において生じた欠損金について適用されます。
　中小法人等以外の法人の青色申告書を提出した事業年度の欠損金及び災害による損失金の繰越控除制度における控除
限度額について、繰越控除をする事業年度の控除前所得の金額の100分の80相当額とされました。
　この改正は、平成24年4月1日以後に開始した事業年度について適用されます。

平成23年度　法人税関係法令の改正の概要　平平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成成2222222222233333333333年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度　　法法法法法法法法法法法人人人人人人人人人人人税税税税税税税税税税税関関関関関係係係係係係係係係係係法法法法法法法法法法法令令令令令令令令令令令ののののののののののの改改改改改改改改改改改正正正正正正正正正正ののののののののののの概概概概概概概概概概概要要要　平成23年度　法人税関係法令の改正の概要　平成23年度　法人税関係法令の改正の概要　
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